




“Law concerning reporting，etc，of releases to the environment of specific chemical sub-
stances and promoting improvements in their management”，so－called PRTR Law，was promul-
gated on 13th July 1999.By the implementation of a PRTR system，this new law is intended to
promote the inprovements in the voluntary management of chemical substances by the businesses
and to prevent any imprediments in environmental protection，based on a different idea from the
existing environmental laws．Various environmental information play an important part in the
PRTR Law．In this paper，I regard the PRTR system as an information method and reflect on en-








































































たとえば， 1 9 9 7年には環境影響評価法が
成立し，廃棄物処理法が改正されたが，これ
らの法律では，情報が重要な役割を果たして
いる。欧米に目を向けると， ECでは， 1 9 
9 2年には情報と市場を活用する手法である
「エコマーク規則(3)Jが， 1 9 9 3年には情
報と事業者の合意とを基礎とする手法である
「環境マネジメント・監査規則(4)Jが，それ



















ないが， 1 9 9 9年 5月7日になってようや
く「行政機関の保有する情報の公開に関する



























1 999年 7月7日に，いわゆる， PRT 




善の促進に関する法律 (19 9 9年 7月 13 
















































(Material Safety Data Sheet ;化学物質安全





























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































版JJ(有斐閣， 1 9 9 7年) 1 6 3頁以下，北村喜









(3) See Council Regulation (EEC) No 880/ 92 of 
23 March 1992 on a Community eco-label award 
scheme， OJNoL99， 11.4.1992， p.1.同規則に関し
ては，山口光恒 fEUエコラベル制度の動向JNB 
L 5 9 4号(19 9 6年) 3 1頁以下，同 595号
(1 9 9 6年) 3 8頁以下参照。
(4) See Council Regulation (EEC) No 1836 / 93 of 
29 June 1993 allowing voluntary participation by 
companies in the industrial sector in a Community 
35 
eco寸nanagementand audit scheme， OJ No L168， 
10.7.1993， p.1.同規則に関しては，高橋信隆「環
境監査の法制化と理論的課題-ECの環境監査規則
を素材として一」熊本法学 82号 (19 9 5年) 1 
頁以下，奥真美「環境管理・監査スキームの可能性
-EUの事例から学べること一」都市問題 88巻 1
号(19 9 7年) 9 9 頁以下，同 ~ECの環境法制
度と環境管理手法~ (東京市政調査会， 1 9 9 8年)
4 3頁以下，拙稿「環境マネジメント・監査手法の
考察(上) (下)J六甲台論集[法学政治学篇J4 2 
巻2号(19 9 7年) 6 9頁以下，同巻3号(19
9 8年) 1 4 9頁以下など参照。
(5) V gl. Gesetz zur Ausfuhrung der Verordnung 
(EWG) Nr.1836 / 93 des Rates vom 29. Juni 
1993 uber die freiwi1lige Beteiligung gewerblicher 
Unternehmen an einem Gemeinschaftssystem fur 
das Umweltmanagement und die Umweltbetrieb-
sprufung (Umwe1tauditgesetz -UAG) vom 7. 
Dezember 1995， BGBl. 1 S.1591.同法に関しては，
高橋信隆「環境監査の構造と理論的課題(上) (下)
ードイツ環境監査法を素材として-J立教法学 48 
号(19 9 8年) 1頁以下， 4 9号(19 9 8年)
5 2頁以下，米丸恒治「民活による環境管理?一環
境監査法の施行とその内容一」行財政研究 31号
(1 9 9 7年) G 8頁以下，島村健「エコマークと
エコ監査一公法学的観点からする考察一」国家学会
雑誌 112巻 3= 4号(19 9 9年) 1 7 5頁以下
など参照。同法の翻訳については，松村弓彦「環境
監査法と環境監査人公認手続令」季刊環境研究 10 
5号(19 9 7年) 1 4 5頁以下参照。
(6) See Council Directive of 7 June 1990 on the free-
dom of access to information on the environment (90 
/313/EEC)， OJNoLl58， 23.6.1990， p.56.当該
指令の全訳および内容については，藤原静雄『情報
公開法制J(弘文堂， 1 9 9 8年) 2 2 3頁以下参
H召。
(7) Vgl. Gesetz zur Umsetzung der Richtlinie 90/ 
313/ E羽TGdes Rates vom. 7. Juni 1990 uber den 
freien Zugang zu Informationen uber die Umwelt， 




の構造的変革~ (有斐閣， 1 9 9 6年) 3 3 2頁以
下も参照。
(8) 情報公開法に関する詳細は，宇賀克也『情報公開
法の逐条解説~ (有斐閣， 1 9 9 9年)，北沢義博=
三宅弘『情報公開法解説~ (三省堂， 1 9 9 9年)， 
小早川光郎編著『情報公開法~ (ぎょうせい， 1 9 
9 9年)，畠基晃『情報公開法の解説と国会論議』
(青林書院， 1 9 9 9年)，塩野宏『行政法 1 [第
二版増補J~ (有斐閣， 1 9 9 9年) 2 9 1頁以下，
「【特集】情報公開法の制定」ジュリスト 1156 
号(19 9 9年) 1 0頁以下， 1"【特集】コンメンター
ル情報公開法」法律時報 71巻 8号(19 9 9年)
4頁以下， 1"【特集】使いこなそう!情報公開法」法











ジュリスト 10 9 0号 (19 9 6年) 1 0 2頁以下，
1 092号(19 9 6年) 4 3頁以下， 1 0 9 3号
(1 9 9 6年) 6 9頁以下など参照。
(9) PRTR制度についての詳細は，化学工業日報社
編『化学物質管理の新しい手法I"PR TRJとは何
か~ (化学工業日報社， 1 9 9 7年)，稲永弘 np
RTRJ がみるみるわかる本~ (P H P研究所， 1 
999年)，浦野紘平「有害化学物質の新展開一環
境汚染物質排出・移動詮録 (PRTR)制度の導入
について」自由と正義 19 9 7年 12月号 104頁
以下など参照。
(10) 同法に関する詳細は，大塚直I"PRTR法の法的
評価」ジュリスト 11 6 3号(19 9 9年) 1 1 5 
頁以下，環境庁環境保健部環境安全課「特定化学物
質の環境への排出量等及び管理の改善の促進に関す
る法律について」ジュリスト 11 6 3号(19 9 9 
年) 1 1 2頁以下， 1"【特集】 PRTRをめぐる最近
の動向」季刊環境研究 11 6号 (20 0 0年) 3頁
以下など参照0
(1) P R TRに関するOECDの理事会勧告および，
理事会勧告と同時にOECDで取りまとめられたP
RTRの実施に関するガイダンスマニュアルについ
ては， OECDのホームページ (http://www. 




















法学 12巻 l号(19 9 5年) 1頁以下，織朱宜
「米国における有害化学物質の排出に関する情報の
公開一地域住民の知る権利法の内容と機能一」環境
法研究 22号 (19 9 5年) 1 3 5頁以下，同「環
境リスクと環境情報公開 諸外国のPRTR制度の
動向-J環境法研究 24号(19 9 8年) 5 9頁以
下，同「諸外国のPRTR制度の動向」環境管理 3
4巻 3号 (19 9 8年) 2 5 2頁以下など参照。日
本のPRTR法と米国TRI制度とを比較した文献
としては，黒川哲志I"PRTRの日米比較」帝塚山
法学4号 (20 0 0年) 1 0 3頁以下参照。
(I~ See Council Directive 96/61/ EC of 24 Septem-
ber 1996 concerning integrated pollution prevention 





を明確に 3分割している(3条 2項)。すなわち， 帥自然科学研究所，である(PRTR法施行令 3条)。
「環境に関する情報」として，同項第 l号で「水域 (19) 第 14 5回国会衆議院商工委員会環境委員会連合
大気，土壌，動植物界，及び自然の生活権の状態」 審査会議録 l号(19 9 9年 5月 14日) 1 0頁
が，同項第 2号で「前項の状態を害する若しくは害 [河野博文政府委員答弁]参照。
する可能性のある，例えば騒音のような環境に負荷 帥第 145回国会衆議院商工委員会環境委員会連合
を与える要因を出す活動を含む活動，又は措置」が， 審査会議録 2号(19 9 9年 5月 18日) 1 7頁
同3項で「環境保護のための行政の技術的措置，計 [岡田康彦政府委員答弁]，第 145回国会参議院
回を含むこれら(第 1項)の環境領域を保護するた 国土・環境委員会，経済・産業委員会連合審査会会
めの活動及び措置」が，それぞれあげられている。 議録 l号(19 9 9年 7月 1日) 6頁[河野博文政
また，北村喜宣『環境法雑記帖~ (環境新聞社， 府委員答弁]参照。












記した業務日誌に代表される「環境行政情報j (環 帥米国では， 1 9 9 5年の実績であるが，提出数 7
境保全のための行政活動に関する情報)である。第 万 30 0 0件余りのうち営業秘密として認められた
5は，自主測定データ，リサイクル率などの環境パ のは， 1 3件にすぎないという。第 145回国会参
フォーマンス情報， IS014001を通じて作成 議院国土・環境委員会，経済・産業委員会連合審査
した情報，事業に使用している化学物質や廃棄物と 会会議録 l号(19 9 9年 7月 1日) 6頁[河野博
して排出される物質の性質や量に代表される「環境 文政府委員答弁]参照。
企業情報j (環境管理に関する企業情報)である。 ω See Emergency Planning and Community Right-
(16) 第 145回国会衆議院商工委員会環境委員会連合 to-Nnow Act， 42 U.S.C~ 11001-11050 (West 
審査会議録2号(19 9 9年 5月 18日) 3頁[真 Supp. 1991).この他，米国PRTRシステムの詳
鍋賢二国務大臣(環境庁長官)答弁]参照。 細については， http://www . epa. gov / triも参照。
(1カ 第 145回国会参議院国土・環境委員会会議録2 また，米国における PRTR制度の営業秘密に関し
O号(19 9 9年 6月 10日) 1 4頁[浦野紘平参 ては，由喜門・前掲註(1ゆ論文 26頁以下，織・前掲
考人答弁]参照。 註(13)論文環境法研究 22号 148頁以下参照。
(18) 具体的には， (1)金属鉱業， (2)原油及び天然ガス鉱 帥第 145回国会参議院国土・環境委員会，経済・
業， (3)製造業， (4)電気業， (5)ガス業， (6)熱供給業， 産業委員会連合審査会会議録 l号(19 9 9年 7月
(7)下水道業， (8)鉄道業， (9)倉庫業，(Jo)石油卸売業日) 4頁[河野博文政府委員答弁]参照。
川鉄スクラップ卸売業， (J功自動車卸売業，帥燃料小 例大塚・前掲註同論文 120頁参照。
売業， (1~洗濯業， (15)写真業， (1G)自動車整備業， (1力機 的 なお，国会審議においては，環境庁長官は，環境
械修理業，(18)商品検査業， (19)計量証明業，帥一般廃 庁長官が営業秘密を判断するのは難しいと考えてい
棄物処理業， ~1)産業廃棄物処分業， ω高等教育機関， るようである(第 145回国会衆議院商工委日会
38 














と未来JI[山村恒年先生古稀記念論集] (信山社， 1 
999年) 8 8頁以下，同・前掲註同書 83頁以下
参照。
的第 145回国会衆議院商工委員会環境委員会連合
審査会議録 l号(19 9 9年 5月 14日) 2頁以下
[河野博文政府委員答弁]参照。














也『行政手続法の理論JI(東京大学出版会， 1 9 9 















産業委員会連合審査会会議録 I号(19 9 9年 7月
1日) 8頁[河野博文政府委員答弁]参照。







会議録2号(19 9 9年 5月 18日) 1 3頁[岡田
康彦政府委員答弁]，第 145回国会参議院国土・
環境委員会，経済・産業委員会連合審査会会議録 l
号(19 9 9年 7月 l日) 9頁[河野博文政府委員
答弁]参照。
(3) 第 145回衆議院商工委員会環境委員会連合審査
会議録2号(19 9 9年 5月 18日) 1 2頁[河野
博文政府委員答弁]参照。
(3~ 第 145回国会参議院国土・環境委員会，経済・




9 8年) 6 8頁以下，同「電磁的記録情報のさら
なる電子化と公開を」法学セミナー 538号(19
9 9年) 4 6頁以下，稲葉清毅「電子政府と情報公
開」堀部政男編『変革期のメディアJI[ジュリスト
増刊・新世紀の展望①] (有斐閣， 1 9 9 7年) 3 
4 8頁以下など参照。
例第 145回国会参議院国土・環境委員会，経済・
産業委員会連合審査会会議録 1号(19 9 9年 7月
1日) 3 3頁[河野博文政府委員答弁]参照。
例 阿部泰隆n論争・提案l情報公開JI(日本評論社，





9 7 9年) 3 6 2頁以下，同・前掲註(1)書 442頁
以下，北村喜宜『自治体環境行政法j (良書普及会，
1 997年) 1 7 1頁以下，雄川一郎=金子宏=塩
野宏=新堂幸司=園部逸夫=広岡隆『行政強制一行
政権の実力行使の法理と実態j [ジュリスト増刊]
(有斐閣， 1 9 7 7年) 1 0 5頁以下など参照。
例 公表制度と事前手続き・事後救済の問題に関して
は，塩野・前掲註(8)書 200頁以下，同『行政法E
[第二版Jj(有斐閣， 1 9 9 4年) 8 7頁，芝池義
一『行政法総論講義〔第 3版増補Jj(有斐閣， 1 9 
9 9年) 2 2 3頁，同『行政救済法講義j (有斐閣，
199 5年) 3 4頁，藤田宙靖『第三版行政法 I





















帥 リスクコミュニケーションに関しては， National 
Research Council編(林裕造=関沢純監訳)~リス
クコミュニケーションj(化学工業新報社， 1 9 9 7 
年)，環境庁企画調整局調査企画室編『平成 11年










9 7年) 8 9頁以下，同「環境パートナーシップの
展開と法的課題ードイツにおける事業者と行政の協
働関係一」群馬大学社会情報学部研究論集 4巻(1
997年) 2 1 5頁以下参照。
帥早水輝好 IPRTR法の概要と今後の取り組み」












999年 7月 1日) 3頁[真鍋賢二国務大臣答弁]
参照。
帥浦野紘平IPRTR制度の我が国での経緯と意義」




展望②] (有斐閣， 1 9 9 9年) 2 7 1頁以下，森
下研編『エコラベルとグリーンマーケティングのす










た。 20 0 0年 12月現在，企業 1729社，行政機 highstreet shopping for a better environmet" ， 1988. 
関 33 3機関，民間団体 24 8団体の，計約 23 1 0 日本におけるこのような本の例として，グリーンコ
団体が会員として加盟している。グリーン購入ネッ ンシューマー・ネットワーク『地球にやさしい買い
トワークに関する詳細は，冨田行ー「グリーン購入 物ガイドj (講談社， 1 9 9 4年)，環境市民 n環
ネットワークの情報提供活動」産業と環境 28巻 5 境と健康のためのものえらび庖えらび]グリーンコ
号(19 9 9年) 2 2頁以下，森下編・前掲註帥吉 ンシューマーガイドj (環境市民， 1 9 9 9年)な
179頁以下[佐藤博之執筆]のほか，グリーン購 ど参照。なお，環境市民に関しては， http: / / 
入ネットワークのホームページ (http://www. www.kankyoshimin.org /参照。
wnn. or .jp / wnn-eco / gpn j)も参照。「地球環境 的藤原静雄「環境情報の公開とリスク・コミュニ
パートナーシップ」については，同団体のホームペー ケーションJ前掲註同『環境問題の行方j 7 4頁参
ジ (http://www.geic.or.jp/)を参照。 照。
倒 このようなガイド本は，・1988年にイギリスで 帥北村・前掲註例書 166頁参照。
発行されたガイド本がきっかけとなっている。 See 制 ライナー・ピッチャス(藤原静雄訳)Iドイツに
J ohn Elkington & J ulia Hailes，“The green con- おける環境情報法の成立，その大要及び適用J自治
sumer guide from shampoo to champagne 研究 74巻 11号(19 9 8年) 3 2頁以下参照。
